
平成２５年１０月

法務省入国管理局

外国人との共生社会の実現に向けた
取組について



①新たな在留管理制度導入による市区町村が実施する各種行政サービスへの支援①新たな在留管理制度導入による市区町村が実施する各種行政サービスへの支援
→法務大臣が新たな在留管理制度等により得た外国人に係る基本的身分事項，在留資格，在留期間について
の正確な情報を，適切に市区町村に提供することにより，保険や年金，児童手当等を始めとする市区町村が
実施する各種行政サービスが外国人住民に円滑に行われるよう支援していく。

②新たな在留管理制度導入による在留外国人の申請手続にかかる負担の軽減②新たな在留管理制度導入による在留外国人の申請手続にかかる負担の軽減
→新たな在留管理制度の導入により外国人の在留管理に必要な情報を継続的，かつ，正確に把握できることと
なるため，在留外国人の負担軽減の観点から在留期間更新や在留資格変更等の諸申請の際の提出書類の
省略，手続の更なる簡素化などの取組を推進する。

③我が国への定着性が高い者に対する在留管理の在り方の検討③我が国への定着性が高い者に対する在留管理の在り方の検討
→永住者の在留資格をもって在留する外国人のうち特に我が国への定着性の高い者については，歴史的背景
を踏まえつつ，我が国における生活の安定に資するとの観点から，その在留管理の在り方を検討していく。

～第四次出入国管理基本計画～第四次出入国管理基本計画 （平成２２年３月（平成２２年３月 法務省）～法務省）～

出入国管理行政の主要な課題と今後の方針

３ 新たな在留管理制度の円滑な導入と同制度に基づく出入国管理行政の展開

（２）外国人との共生社会の実現に向けた取組

第四次出入国管理基本計画における外国人との共生社会の実現に向けた取組
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法務大臣は，永住者の在留資格をもって在留する外国人のうち特に我が国への定着性の高い者について，歴史的背景を

踏まえつつ，その者の本邦における生活の安定に資するとの観点から，その在留管理の在り方を検討するものとする。

我が国への定着性が高い者に対する在留管理の在り方の検討

１ 平成２１年改正法附則

永住者のうち特に我が国への定着性の高い者についての在留管理の在り方の検討に当たっては，その歴史的背景をも踏

まえ，在留カードの常時携帯義務及びその義務違反に対する刑事罰の在り方，在留カードの更新等の手続，再入国許可制度
等を含め，在留管理全般について広範な検討を行うことについて政府が格段の配慮をすべきである。

（平成２１年６月１９日衆議院法務委員会，平成２１年７月７日参議院法務委員会）

２ 平成２１年改正法審議の際の附帯決議の内容

○森英介法務大臣（平成２１年６月１９日衆議院法務委員会）
まず，特別永住者と一般永住者の取り扱いの差異についてですが，例えば，在留の場面においては，在留カードの有効
期間の更新方法，常時携帯義務や罰則の内容，再入国許可の有効期間や再入国許可を受けたものとみなせる期間の長
短，退去強制の場面においては，退去強制事由の限定の有無の点において違いがあります。さらに，上陸審査の場面に
おいても，上陸拒否事由該当性の審査の要否，個人識別情報の提供の要否の点で違いがあります。
このように，特別永住者に対し，他の外国人とは異なるさまざまな配慮がなされている理由は，申すまでもなく，日本国と
の平和条約の発効により本人の意思に全く関係なく日本の国籍を離脱した方々であること，次に，終戦前から引き続き日
本に在留している方々であって，我が国に対する強い定着性があるという点にあり，この点，そのほとんどが新たに来日し
た外国人，いわゆるニューカマーである一般永住者とは，その歴史的経緯や定着性に関し全く事情が異なっております。
ただ，一般永住者の中にも，我が国に長期間在留しているなど，我が国への定着性が高い方々もおられることも一方で
事実でありまして，今後，この附則の規定を受けて，法施行後の内外の諸情勢を踏まえつつ，これらの方々に対する在留
管理のあり方について検討を進めてまいりたいと考えております。

３ 関連する国会答弁
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外国人との共生社会の実現に向けた政府全体の取組（入国管理局関係部分）

「生活者としての外国人」に関する「総合的対応策」（平成「生活者としての外国人」に関する「総合的対応策」（平成1818年年1212月月 外国人労働者問題関係省庁連絡会議）外国人労働者問題関係省庁連絡会議）

４．外国人の在留管理制度の見直し等
（２）在留期間更新等におけるインセンティブ

日系定住外国人施策に関する行動計画（日系定住外国人施策に関する行動計画（平成平成2323年年33月月 日系定住外国人施策推進会議）日系定住外国人施策推進会議）

（２）就学の促進
２（２）①子どもの教育に対する支援

２（４）⑦外国語で相談できる体制の整備、人材やＮＰＯの育成の推進

○ 社会保険加入義務がある外国人については，その義務を履行することが必要であることを周知するとともに，平
成２２年４月以降は，申請の際に窓口で健康保険証の提示を求めることを明示する等加入促進措置を実施。

○ 新しい在留管理制度の導入により，在留期間の上限が「３年」から「５年」に伸長されたところ，「５年」の在留期
間の決定にあたっては，申請人が入管法上の届出義務を履行しているかどうか，また，学齢期の子どもを有する場
合には，その子を小中学校に通学させているか，さらには納税義務等公的義務を履行しているか等についても考慮。

○ 日系人で「定住者」の在留資格をもって在留する外国人（定住者告示第３号から第７号に該当する者で，未成年
を除く。）については，これらの考慮事項に加え，一定以上の日本語能力を有していることについても考慮。

取組状況

○ 日本語能力の向上，社会保険等へ
の加入，子どもの就学等の問題につい
ては，外国人自身のインセンティブが不
足していることも阻害要因の一つとなっ
ている。このため，入国時及び在留期
間の更新・在留資格の変更時に確認し
たり，これらの許可の際に考慮すること
について，検討する。

内容

○ 日系定住外国人の子どもたちが教育を受ける機会を確保するため，在留期間更新許可等の処
分時に満６歳から満１５歳の学齢にあるものに対し，文部科学省が作成している就学に関するリー
フレットを平成２３年３月から配布。

取組状況

○ 日系定住外国人の子どもたちが教育を受ける機会
を確保するため，在留期間更新等の際に，文部科学省
において作成している就学に関するリーフレットを配布
すること等によりその就学を促進する。

内容

○ 各地方入国管理局・同支局において，「外国人在留総合インフォメーションセンター」の設置又
は相談員を配置。

○ 平成２１年４月１日，静岡県浜松市に「外国人総合支援ワンストップセンター」を開設，その後，
同年８月に埼玉県さいたま市に，同年１１月に東京都新宿区に開設。

取組状況

○ 法務省の「外国人在留総合インフォメーションセン
ター」及び「外国人総合支援ワンストップセンター」の運
営，（中略）等により，外国語で相談できる体制を引き続
き整備する。

内容
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外国人との共生社会の実現に向けた政府全体の取組（入国管理局関係部分）【続き】

「外国人との共生社会」実現検討会議「中間的整理」「外国人との共生社会」実現検討会議「中間的整理」（平成（平成2424年年88月月 「外国人との共生社会」実現検討会議「外国人との共生社会」実現検討会議））

８．在留期間の適正な運用のあり方
① 各種公的義務の履行状況を踏まえた在留期間の決定

② 日本語の能力を踏まえた在留期間の決定

○ 社会保険加入義務がある外国人については，その義務を履行することが必要であ
ることを周知するとともに，平成２２年４月以降は，申請の際に窓口で健康保険証の提示
を求めることを明示する等加入促進のための措置を実施。

○ 新しい在留管理制度の導入により，在留期間の上限が「３年」から「５年」に伸長され
たところ，「５年」の在留期間の決定にあたっては，申請人が入管法上の届出義務を履
行しているかどうか，また，学齢期の子どもを有する場合には，その子を小中学校に通
学させているか，さらには納税義務等公的義務を履行しているか等についても考慮。

取組状況

○ 「５年」の在留期間の決定に当たっては，申請人が入管
法上の届出義務を履行しているかどうか，また，学齢期の子
どもを有する場合には，その子を小中学校に通学させている
か，さらには納税義務等公的義務を適正に履行しているか
等についても，申請人の在留資格に応じて必要とするなどし，
適正な運用を図る。

内容

○ いわゆる日系人で「定住者」の在留資格をもって在留する外国人（定住者告示第３号
から第７号に該当する者で，未成年を除く。）については，①の取組状況に記載の考慮事
項に加え，一定以上の日本語能力を有していることについても考慮。

取組状況

○ いわゆる日系人で「定住者」の在留資格をもって在留す
る外国人（定住者告示第３号から第７号に該当する者で，未
成年者を除く。）については，「５年」の在留期間の決定に当
たって，上記①に記載した考慮事項に加え，一定以上の日
本語能力を有していることについても必要とするなどし，適
正な運用を図る。

内容
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新しい在留管理制度の導入から
１年を経過した現在の状況について
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１－１．新しい在留管理制度のコンセプト

入国時 更新時
入管法

外登法

二
元
管
理

従来は「点」の管理

従来，在留期間中は
外国人登録制度を通じて
間接的に情報を把握

旧
制
度

新
制
度

入国時 更新時

入管法

従来，在留期間中は
外国人登録制度を通じて
間接的に情報を把握

外登法

今後は「線」の管理

今後は法務大臣が
継続して情報を

把握できるようになる

（制度改正）

１． 制度改正の背景及び概要
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【我が国の国際化の進展】
新規入国者の増加 （Ｈ２年 ２９３万人 → Ｈ２２年 ７９２万人）
外国人の構成の多様化
不法残留者の存在 （不法残留者の存在 Ｈ２３年１月現在 約８万人）

【旧制度における問題点】
外国人登録の情報について法務省に調査権がない
在留期間の途中における事情変更について法務省に届け出る義務がない
外登法上の申請義務違反が入管法上の処分と結びついていない
不法滞在者にも外登証が交付されている

安定した生活基盤のない
外国人が転職・転居を繰
り返すケースが増加

外国人の居住状況が正確に把握されていない！（外登上の情報と実態が乖離）
国民健康保険証の未回収
児童手当の過払い
不就学問題への対策困難
不法滞在者，不法就労者への対策が不十分

その結果・・・

１－２．旧制度における問題点

１． 制度改正の背景及び概要（続き）
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（カード表面） （カード裏面）

（１）在留カード（平成25年8月末までの交付件数： 1,372,281）

（２）特別永住者証明書（平成25年8月末までの交付件数：27,462）
（カード表面） （カード裏面）

２－１．在留カード及び特別永住者証明書の交付

２．制度改正の主なポイント

（注） 交付件数はいずれも速報値である。
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H24H23 H25 月

新しい在留管理制度（みなし再入国許可導入）

２－２．みなし再入国許可制度の導入

２．制度改正の主なポイント（続き）
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（２）みなし再入国許可制度の利用実績

（１）みなし再入国許可制度とは

有効な旅券と在留カードを持つ外国人の方が日本で引き続き在留するために，出国後１年以内（それ以前
に在留期限が到来する方はその日まで）に再入国する意図を表明して出国する場合は，原則として事前
に再入国許可を受ける必要がないという制度 ※みなし再入国許可により出国した方は，その有効期間を海外で延
長することはできない。

（注） 平成25年7月及び8月分は速報値

151,092人

48,223人

55,229件

5,216件

９



0

5

10

15

20

25

30

35

40

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

万

未切替 切替済

２０１５年（平成２７年）７月８日まで

１６歳以上※の特別永住者で次回
確認（切替）申請期間が２０１２年７
月９日から３年以内に到来する方

左記以外の特別永住者

次回確認（切替）申請期間
の始期とされた誕生日まで

１６歳未満※
の永住者

（２）在留カード及び特別永住者証明書への切替状況
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１６歳未満※
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2015年7月8日のいず
れか早い日まで
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56.38%
(363,971人)

月

特別永住者

月

永住者

２－３．外国人登録制度の廃止

２．制度改正の主なポイント（続き）

（１）外国人登録証明書が「在留カード」又は「特別永住者証明書」とみなされる期間（永住者

及び特別永住者の場合）

人 人

（注） 数値はいずれも速報値である。
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○ 中長期在留者が行う「所属機関等に関する届出」（入管法第１９条の１６） 及び中長

期在留者を受入れている所属機関が行う「所属機関による届出」（入管法第１９条の１７）
を，インターネットを利用して行うシステム。
○ 地方入国管理官署の窓口に出向くことなく，自宅やオフィスなどから，インターネット
による届出を２４時間３６５日行うことが可能。

○ 制度開始当初より，ホームページ上で，漢
字氏名表記の置換ルールや，個別の漢字につ
いての対応テーブル（簡体字等に対応する正
字等を示した対応テーブル）を掲載。
○ 上記に加え，インターネット上に新たに正
字検索システムを掲載し，置き換えた文字を容
易に確認できるようにした。
○ 検索結果画面の右下には，法務省名の記
載があり，当該画面を印刷するなどして，同一
人性の資料とするなどの活用が可能。

２－４．インターネットの積極的活用

２．制度改正の主なポイント（続き）

（１） 入国管理局電子届出システムの導入（平成25年6月24日運用開始）

（２） 入国管理局正字検索システムの導入（平成25年7月1日運用開始）

（例）
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市 町 村 通 知
（入管法第61条の8の2）
市 町 村 通 知

（入管法第61条の8の2）

法 務 省 通 知
（住基法第30条の50）
法 務 省 通 知
（住基法第30条の50）

外国人住民の住民票
に反映

外国人住民の住民票
に反映

外国人住民の住民票
の記載（作成），消除
又は記載の修正

外国人住民の住民票
の記載（作成），消除
又は記載の修正

氏名，生年月日，性別，国
籍・地域の変更届出，在留
資格の変更や在留期間の更
新 など

氏名，生年月日，性別，国
籍・地域の変更届出，在留
資格の変更や在留期間の更
新 など

通知対象や
通知先の把握

通知対象や
通知先の把握

市町村連携用サーバ

情報連携
端末

総合行政ネットワーク
（LGWAN）

２－５．法務省と市町村の情報連携

２．制度改正の主なポイント（続き）
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附則（平成２１年７月１５日法律第７９号） 【抜粋】

第六十条 法務大臣は、現に本邦に在留する外国人であって入管法又は特例法の規定により
本邦に在留することができる者以外のもののうち入管法第五十四条第二項の規定により仮放
免をされ当該仮放免の日から一定期間を経過したものについて、この法律の円滑な施行を図る
とともに、施行日以後においてもなおその者が行政上の便益を受けられることとなるようにする
との観点から、施行日までに、その居住地、身分関係等を市町村に迅速に通知すること等につ
いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

２ 法務大臣は、この法律の円滑な施行を図るため、現に本邦に在留する外国人であって入管
法又は特例法の規定により本邦に在留することができる者以外の者について、入管法第五十
条第一項の許可の運用の透明性を更に向上させる等その出頭を促進するための措置その他
の不法滞在者の縮減に向けた措置を講ずることを検討するものとする。

３ 法務大臣は、永住者の在留資格をもって在留する外国人のうち特に我が国への定着性の高
い者について、歴史的背景を踏まえつつ、その者の本邦における生活の安定に資するとの観点
から、その在留管理の在り方を検討するものとする。

２．制度改正の主なポイント（続き）

２－６．検討事項
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【提言１】外国人住民の下記事項の情報を蓄積し，
当事者又は親族が知り得る制度上の措置を講じる
べきである。

○国籍の属する国における住所又は居所
○出生地
○本邦にある父母及び配偶者（申請に係る外国人
が世帯主である場合には，その世帯を構成する者
である父母及び配偶者を除く。）の氏名，出生の年
月日及び国籍
○日本における戸籍法上の出生届，死亡届，離婚
届等を管理する市町村名

【提言２】外国人住民の氏名に関して
○氏名がローマ字表記だけの者には，在留カード等
の裏面や外国人住民票の備考欄にカタカナ表記を
付すべきである。
○漢字告示により正字に置換した在留カード等や外
国人住民票の氏名の漢字表記につき，元の漢字表
記との対応関係を証する書面を交付すべきである。
○在留カード等や外国人住民票の漢字氏名にはふ
りがなを付すべきである。

【提言３】市町村から法務大臣に通知すべき事項に下記事
項を加えるべきである。
○世帯主についてはその旨，世帯主でない者については世
帯主の氏名及び世帯主との続柄
○通称，通称の記載及び削除に関する事項

【提言４】入国管理局の開示請求手続について
○外国人登録法廃止後の外国人登録原票，死亡した外国
人に係る外国人登録原票，出入（帰）国記録の開示請求制
度の整理を行い，使用用途別に開示すべき内容を明示して
案内をすべきである。
○上記開示請求手続は，市町村経由で行える制度を構築
するか，市町村の窓口に案内用紙を備置するなど，当事者
の利便性を考慮した措置を講ずるべきである。

【提言５】以下の保存期間を大幅に伸長すべきである。

①廃止外国人登録原票，死亡した外国人に係る外国人登録原票
のデータ，②入国管理局に集積される外国人出入国記録マスタ
ファイルのデータ，③外国人住民票，④戸籍の記載を要しない各種
戸籍届書

３－１． 「外国人住民に係る渉外民事実務の課題について（提言）」の概要
～平成２５年３月２６日 日本司法書士会連合会～

３．新制度開始後に寄せられた提言等
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「中間的整理」における基本的考え方
外国人との共生社会の実現に向けた環境整備を進めていくことが必要との認識に立ち，「外国人との共生社会
に関する政策」を今後の外国人政策の「柱」の一つと位置付け，「出入国管理政策」と調和させながら，より総合
的・体系的に取組を推進していくことが重要。

※ 法務省関連では，次の項目が盛り込まれている。

Ⅳ 当面の「外国人との共生社会に関する政策」の推進について
（２）各論
⑧ 在留期間の適正な運用のあり方
新制度の導入により，一定の在留資格については，在留期間の上限を「３年」から「５年」に伸

長することとなったが，「５年」の在留期間の決定に当たっては，在留資格に応じ，各種公的義務
等の履行状況や日本語能力も考慮するなど，最長在留期間５年の適正な運用を図る。

Ⅴ 今後の検討課題等について
○ 外国人との共生社会の実現に向けて，以下の点についても検討を進める。
・ 新制度の状況も踏まえつつ，外国人の家族関係等身分関係の把握や，単純出国と入国を繰り
返す等断続的に我が国に居住する外国人の経歴・履歴等の情報を，１人の在留外国人として国
が把握することについて，そのあり方を検討する。

３－２． 「外国人との共生社会の実現に向けて（中間的整理）」の概要
～平成２４年８月２７日 「外国人との共生社会」実現検討会議～

３．新制度開始後に寄せられた提言等（続き）
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○ 特別永住者証明書及び在留カードの更新に関する個別通知を実施すること

○ 地方入管局と地方自治体との間で，在留資格等の情報交換を確実に行ったり，住民票データに
更新時期入力を行うなど，永続的に個別案内通知を可能とする業務形態を保障すること

○ 旧字体等の名前漢字を正字に変換された外国人については、その内容を証明する公印付文書
を発行すること，若しくは，日本人と同様に戸籍記載事項を優先事項として，「戸籍文字」としての変
更を認めるなどの対策を講じること

○ 特別永住者証明書の提示義務及び在留カードの常時携帯義務に関して，永住者に対しては弾
力的に運用すること

○ 特別永住者証明書の交付までの期間を、在留カードと同等程度に短縮すること

○ 永住者に対しては，制度違反に対して課される行政罰と刑事罰との二重罰則を見直すこと

○ 地方自治体と外国人登録原票データを共有し、その写しを自治体の権限で交付できる制度を
作ること

○ みなし再入国について，出国の際の意思確認を必ず行うことを徹底すること，また，再入国
カードを，通常の再入国とみなし再入国とで別の書式にするなど分かりやすく運用すること

○ 閉鎖した外国人登録原票の訂正を可能とすること

３－３． 「新しい外国人在留管理制度及び外国人住民基本台帳制度の一部

改正を求める要望書」及び「新入管法の改正を求める要望書」の概要
～在日本大韓民国民団～

３．新制度開始後に寄せられた提言等（続き）
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平成24年7月9日に外国人登録制度が
廃止されたことに伴い，それまで地方自
治体が作成・所有していた外国人登録
原票は，同日以降，法務省が保有する
こととなった。

４．外国人登録原票開示請求状況

外国人登録原票に関するもの（実績値※１）

出入（帰）国記録に関するもの（実績値※１）

外国人登録原票に関するもの（推計値※２）

出入（帰）国記録に関するもの（推計値※２）

※１ 平成25年度分には，一部速報値が含まれる。
※２

平成24年度

○平成24年度の個人情報開示請求の
総数は，前年度の10倍にまで激増。
○右増加分は，ほぼすべて外国人登
録原票に関するもので占められている。
○増加傾向は続いており，本年度は総
計約4万7，000件の請求が予測される。

外国人登録原票に係る個人情報
開示請求先が，法務省となる。

推計値は，平成25年4月から8月末までの請求のペースが年度末
まで維持されると仮定して算出。
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千人 平成25年度（推計）

平成25年
4～8月末

約6,000

約14,000

約33,000

約14,000

約25,000

約8,000

平成23年度

約3,000
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（注１）各年１２月末現在
（注２）２０１１年までは外国人登録者数，２０１２年は中長期在留者数及び特別永住者数

590,193
489,900 430,229 420,305 409,565 399,106 389,085 381,364

439,757 492,056 533,472 565,089 598,440 624,501122,814

243,451

268,604 258,498 221,771 194,602 177,983 165,001271,719

256,980 245,497 221,923 196,248 181,617 162,332

742,038
783,231 779,820

758,855 709,736 677,512

45,229

223,875

209,269

7,864

22,94621,64720,25119,57017,839
15,365

7,576

306,275

615,237

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

1992 2002 2007 2008 2009 2010 2011 2012

特別永住者 永住者 定住者 日本人の配偶者等 永住者の配偶者等 その他

2,033,6562,078,5082,134,151
2,186,1212,217,426

（単位：人）

2,152,973

1,851,758

1,281,644

外国人登録者数／中
長期在留者・特別永住
者数全体

（参考１） 永住，定住等を目的とする在留外国人数の推移
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【2012年現在】 90日以上滞在し，外国人登録をした
者の数（法務省入国管理局、総人口については総
務省統計局）

1.62,033 日本

【2010年現在】 90日以上滞在し，外国人登録をした
者の数（法務部）

1.8871韓国

【2009年現在】外国生まれの外国籍保有者数で，
Current Population Surveyによる補完推計値（US. 
Consensus Bureau, OECD International Migration 
Database)

6.921,274アメリカ

【2009年現在】労働力調査による推計値（外国人居
住登録者数）（UK Home Office)7.04,348イギリス

【2008年現在】海外県を除くフランス本土の外国人
総数（IINSEE）

6.03,603フランス

【2010年現在】人口登録による外国人総数
（Statistiches Bundesamt)8.26,695 ドイツ

資料出所
外国人人口割合

（％）
外国人人口
（単位：千人）

国

（日本以外の出典：独立行政法人 労働政策研究・研修機構）

外国人人口（ストック）

（参考２） 諸外国の外国人人口関連統計
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新しい在留管理制度外国人登録制度

●変更が生じた日から１４日以内に変更登録申請

・氏名
（・生年月日 ） （注１）
（・性別 ） （注１）

・国籍
・居住地
・在留の資格
・在留期間
・国籍の属する国における住所又は居所 （注２）
・【職業】 （注３）
・【勤務所又は事務所の名称及び所在地】 （注３）
・旅券番号 （注２）
・旅券発行の年月日 （注２）
・世帯主の氏名 （注２）
・世帯主との続柄 （注２）
・外国人が世帯主である場合には，世帯を構成する者
の氏名等 （注２）
・本邦にある父母及び配偶者の氏名等 （注２）

（注１）職権による登録の訂正
（注２）各種申請と併せて変更登録申請
（注３）特別永住者・永住者は，職業，勤務所又は事務所
の名称及び所在地の登録は不要

●変更が生じた日から１４日以内に届出

・氏名
・生年月日
・性別
・国籍等
・住居地

・所属機関の名称・所在地の変更，消滅又は所属機関から
の離脱若しくは移籍（別表第一の在留資格のうち，所属機
関の存在が在留資格の基礎となっているもの）
・配偶者との離別又は死別（「家族滞在」，
「日本人の配偶者等」，「永住者の配偶者等」及び一部の
「特定活動」のうち配偶者に係るもの）

特別永住者証明書制度

●変更が生じた日から１４日以内に届出

・氏名
・生年月日
・性別
・国籍等
・住居地

（参考３） 外国人登録制度の登録事項，新しい在留管理制度等における届出事項
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■日本人との間に身分関係がある場合

■日本人との間に身分関係がない場合

届出先市区町村又は本
籍地の法務局

出生（死亡）届書の記載事項証明書

届出先市区町村出生（死亡）届受理証明書
出生（死亡）事
実

届出先市区町村又は本
籍地の法務局

婚姻(離婚）届書の記載事項証明書

届出先市区町村婚姻(離婚）届受理証明書
婚姻（離婚）事
実

届出先市区町村又は本
籍地の法務局

婚姻(離婚）届書の記載事項証明書，出
生（死亡）届書の記載事項証明書

届出先市区町村
婚姻(離婚）届受理証明書，出生（死亡）
届受理証明書

戸籍の筆頭者
は日本人

・戸籍に保存期
間なし
・除籍簿は150
年

本籍地の市区町村戸籍謄本，除籍謄本

家族関係

留意事項保存期間発行機関証明する文書の名称証明される事項

10年
出生（死亡）届受理証明書，出生（死亡）
届書の記載事項証明書

出生（死亡）事実

届出先は，届
出人の所在
地の市区町
村

50年

届出先市区町村

婚姻(離婚）届受理証明書，
婚姻(離婚）届書の記載事項証明書

婚姻（離婚）事実

な し家族関係

留意事項保存期間発行機関証明する文書の名称証明される事項

（参考４） 我が国の身分関係に係る登録・公証制度
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